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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

連結経営指標等

　

回次
第185期

第１四半期連結
累計(会計)期間

第184期

会計期間

自　平成21年
　　１月１日
至　平成21年
　　３月31日

自　平成20年
　　１月１日
至　平成20年
　　12月31日

売上高 (千円) 2,367,68812,039,798

経常利益又は
経常損失(△)

(千円) △114,071 88,584

当期純利益又は
四半期純損失(△)

(千円) △116,778 32,483

純資産額 (千円) 2,398,1382,547,552

総資産額 (千円) 7,889,2028,054,418

１株当たり純資産額 (円) 106.44 112.72

１株当たり当期純利益
又は四半期純損失(△)

(円) △5.32 1.48

潜在株式調整後
１株当たり四半期
(当期)純利益

(円) ― ─

自己資本比率 (％) 29.6 30.7

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △47,823 545,101

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 86,744 147,534

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △80,159△904,301

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(千円) 1,095,9361,132,264

従業員数 (名) 278 281

(注) １　売上高には、消費税等は含まれておりません。

２　潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため、記載をしておりません。
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２ 【事業の内容】

当第１四半期会連結計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営んでいる事業の内

容について、重要な変更はありません。

　

　

３ 【関係会社の状況】

当第１四半期連結会計期間より、重要性の増した以下の会社を持分法適用関連会社から連結子会社に変

更いたしました。なお、当該会社の各記載内容は変更ありません。

名称 住所
資本金又は
出資金
(千円)

主要な事業
の内容

議決権の
所有(被所有)割合

関係内容
所有割合
(％)

被所有割合
(％)

伊東港運㈱ 東京都港区 10,000海運代理店業 100.0 ―
役員の兼任　４名
(うち当社従業員３名)
貨物の取扱

　

　

４ 【従業員の状況】

(1) 連結会社における状況

　 平成21年３月31日現在

従業員数(名) 278(129)

(注)　従業員数は就業人員であり、臨時従業員数は (  ) 内に当第１四半期会計期間の平均人員を外数で記載しており

ます。

　

(2) 提出会社の状況

　 平成21年３月31日現在

従業員数(名) 165(29)

(注)　従業員数は就業人員であり、臨時従業員数は (  ) 内に当第１四半期会計期間の平均人員を外数で記載しており

ます。
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第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】

当社グループは、海運関連事業を主な内容としており、商事料飲事業、レストラン事業、ホテル事業、旅

客自動車運送事業、その他の事業を展開しております。従って、生産、受注を行っておらず、事業の種類別

セグメントごとに生産規模及び受注規模を金額で示すことはしておりません。
　

事業の種類別セグメントの売上高

事業の種類別セグメントの名称 金額(千円)

　海運関連事業 1,744,244

　商事料飲事業 349,077

　レストラン事業 127,351

　ホテル事業 90,689

　旅客自動車運送事業 86,337

　その他の事業 36,908

計 2,434,608

　消去 △66,919

合計 2,367,688

(注) 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

　

２ 【経営上の重要な契約等】

　当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。

　

　

３ 【財政状態及び経営成績の分析】

(1) 経営成績の分析

当第１四半期連結会計期間におけるわが国の経済は、世界的な金融市場の混乱や景気情勢の悪化の影

響を受けて、企業の設備投資や雇用環境が厳しさを増しており、景気の悪化が顕著になっております。

このような状況のもと、当社グループは１月下旬より３月下旬にかけ開催された大島のビッグイベン

ト「椿まつり」の集客活動を中心に取り組んでまいりました。

当第１四半期の連結業績は、売上高２３億６千７百万円（前年同期２６億６千７百万円）、営業損失８

千７百万円（前年同期営業損失１億９千２百万円）、経常損失１億１千４百万円（前年同期経常損失１

億８千万円）となりました。これに税金費用などを計上した後の四半期純損失は１億１千６百万円（前

年同期純損失１億３千１百万円）となりました。
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事業の種類別概況

　

≪海運関連事業≫

主力の海運関連事業の旅客部門では、２月は天候が安定せず、団体客、個人客とも不振でありましたが、

３月に入り天候が安定し客足が伸びたものの挽回するに至らず、全航路での旅客数は１５万６千人（前

年同期１６万３千人）に止まりました。貨物部門においては、公共工事関連資材の輸送が減少したため、

貨物取扱量は全島で８万１千トン（前年同期８万７千トン）となりました。一方、費用面では原油価格の

下落により船舶燃料費が大幅に減少いたしました。当事業の売上高は１７億４千４百万円（前年同期１

９億６千４百万円）、営業利益１億２千３百万円（前年同期営業損失２百万円）となりました。

　

≪商事料飲事業≫

商事部門は、主力商品であるセメントを中心に出荷量は低調に推移いたしました。当事業の売上高は３

億４千９百万円（前年同期４億４百万円）、営業利益１千５百万円（前年同期営業利益１千４百万円）

となりました。

　

≪レストラン事業≫

東京湾周遊のレストランシップ事業は、ランチ、サンセット、ディナーの各クルーズで団体客を中心と

した利用客が減少したため、全クルーズでの利用客数は１万５千人（前年同期１万７千人）となり、売上

高１億２千７百万円（前年同期１億５千万円）、営業損失９千９百万円（前年同期営業損失７千９百万

円）となりました。

　

≪ホテル事業≫

大島温泉ホテルは、宿泊客は減少したものの、昼食利用の団体客、温泉利用客が増加しました。費用面で

は人件費・物品費のコスト削減を図りました。売上高は９千万円（前年同期９千４百万円）、営業利益１

千７百万円（前年同期営業利益１千６百万円）となりました。

　

≪旅客自動車運送事業≫

大島島内での定期路線バス、貸切バス利用客数は減少しましたが、その他事業に注力した結果、売上高

８千６百万円（前年同期９千２百万円）、営業利益２千３百万円（前年同期営業利益２千１百万円）と

なりました。

　

≪その他の事業≫

ジェットフォイル３隻の整備を中心とした船舶修理事業です。売上高は３千６百万円（前年同期３千

６百万円）、営業利益１百万円（前年同期営業利益０百万円）となりました。
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(2) 財政状態の分析

当第１四半期連結会計期間末の総資産は７８億８千９百万円となり、前連結会計年度末に比べ１億６

千５百万円減少いたしました。その主な減少要因は、現金及び預金などの減少２億２千２百万円、船舶等

の減価償却による有形固定資産の減少９千７百万円、受取手形及び営業未収金の増加１億６千５百万円

などによるものです。

負債は５４億９千１百万円となり、前連結会計年度末に比べ１千５百万円減少いたしました。その主な

減少要因は、支払手形及び営業未払金の減少８千９百万円、借入金の減少７千９百万円、賞与引当金の増

加８千１百万円、固定資産取得の未払金などの増加７千２百万円によるものです。

純資産は２３億９千８百万円となり、前連結会計年度末に比べ１億４千９百万円減少いたしました。そ

の主な減少要因は、利益剰余金の減少１億１千６百万円、その他有価証券差額金の減少２千１百万円など

によるものであります。

　

(3) キャッシュ・フローの状況

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動によるキャッシュ・フローは、４千７百万円のキャッシュ・アウトとなりました。その主な内

訳は、資金の増加要因として非資金損益項目である減価償却費１億７千万円、その他の資産・負債の増加

額１億４千９百万円です。また、減少要因は税金等調整前四半期純損失１億１千４百万円、仕入債務・売

上債権の減少２億４千９百万円です。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動によるキャッシュ・フローは、８千６百万円のキャッシュ・インとなりました。これは手元流

動性の取崩しによる収入１億６千５百万円が固定資産の取得による支出８千４百万円を上回ったためで

す。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動によるキャッシュ・フローは、８千万円のキャッシュ・アウトとなりました。これは主として

借入金の返済によるものです。

　

以上の結果、当第１四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物残高は、前連結会計年度末に比

べて３千６百万円減少し、１０億９千５百万円となりました。

　

(4) 対処すべき課題

当第１四半期連結会計期間において、対処すべき課題に重要な変更はありません。
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第３ 【設備の状況】

(1) 主要な設備の状況

当第１四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　

(2) 設備の新設、除却等の計画

当第１四半期連結会計期間において、前連結会計年度末に計画中であった重要な設備の新設、除却等に

ついて、重要な変更並びに重要な設備計画の完了はありません。

また、当第１四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 88,000,000

計 88,000,000

　

② 【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成21年３月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成21年５月15日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 22,000,00022,000,000
東京証券取引所
市場第二部

単元株式数
1,000株

計 22,000,00022,000,000― ―

　

(2) 【新株予約権等の状況】

　

　　　　該当事項はありません。

　

(3) 【ライツプランの内容】

　

　　　　該当事項はありません。

　

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額

(千円)

資本金残高

(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成21年３月31日 ― 22,000,000 ― 1,100,000 ─ 89,300

　

(5) 【大株主の状況】

当第１四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりません。
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(6) 【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の議決権の状況については、株主名簿の記載内容が把握できず、記載す

ることができませんので、直前の基準日である平成20年12月31日の株主名簿により記載しております。

① 【発行済株式】 　 　 平成20年12月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式   34,000

― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

21,841,000
21,841 ―

単元未満株式
普通株式

125,000
― ―

発行済株式総数 22,000,000 ― ―

総株主の議決権 ― 21,841 ―

(注)　「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式694株が含まれております。

　

② 【自己株式等】 　 　 　 平成20年12月31日現在　

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
東海汽船株式会社

東京都港区海岸
１－16－１

34,000 ─ 34,000 0.2

計 ― 34,000 ─ 34,000 0.2

　

　

２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別 平成21年１月 ２月 ３月

最高(円) 162 155 155

最低(円) 152 142 142

(注)　株価は、東京証券取引所市場第二部におけるものであります。

　

　

３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までにおいて、役員の異動はありません。
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第５ 【経理の状況】

１　四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19

年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)及び「海運企業財務諸表準則」（昭和29年

運輸省告示第431号）に基づいて作成しております。

　

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第１四半期連結累計期間(平成21年１月１

日から平成21年３月31日まで)に係る四半期連結財務諸表について、東陽監査法人により四半期レビューを

受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結損益計算書】
　【第１四半期連結累計期間】

(単位：千円)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成21年１月１日
　至 平成21年３月31日)

売上高

海運業収益 1,737,460

その他事業収益 630,227

売上高合計 2,367,688

売上原価

海運業費用 1,452,332

その他事業費用 669,298

売上原価合計 2,121,631

売上総利益 246,057

一般管理費 ※１
 333,108

営業損失（△） △87,051

営業外収益

受取利息 1,334

受取配当金 1,336

賃貸料 3,033

その他 1,929

営業外収益合計 7,633

営業外費用

支払利息 14,758

持分法による投資損失 17,261

その他 2,633

営業外費用合計 34,653

経常損失（△） △114,071

税金等調整前四半期純損失（△） △114,071

法人税、住民税及び事業税 7,861

法人税等調整額 △1,955

法人税等合計 5,905

少数株主損失（△） △3,198

四半期純損失（△） △116,778
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(2)【四半期連結貸借対照表】
(単位：千円)

当第１四半期連結会計期間末
(平成21年３月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成20年12月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 ※２
 1,542,636

※２
 1,644,564

受取手形及び営業未収金 1,440,498 1,275,265

商品 51,884 56,117

貯蔵品 201,046 221,239

繰延税金資産 92,871 52,445

その他流動資産 250,558 244,645

貸倒引当金 △1,751 △3,615

流動資産合計 3,577,746 3,490,661

固定資産

有形固定資産

船舶（純額） ※２
 1,660,234

※２
 1,762,018

建物及び構築物（純額） 167,085 170,309

土地 309,977 309,977

その他（純額） 173,326 142,472

建設仮勘定 2,399 25,725

有形固定資産合計 ※１
 2,313,022

※１
 2,410,503

無形固定資産 142,531 76,384

投資その他の資産

投資有価証券 ※２
 1,186,714

※２
 1,235,242

長期貸付金 － 22,336

繰延税金資産 453,941 482,429

その他 ※２
 365,127

※２
 485,706

貸倒引当金 △149,881 △148,846

投資その他の資産合計 1,855,901 2,076,868

固定資産合計 4,311,456 4,563,756

資産合計 7,889,202 8,054,418
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(単位：千円)

当第１四半期連結会計期間末
(平成21年３月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成20年12月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び営業未払金 686,186 775,390

短期借入金 ※２
 2,677,038

※２
 2,632,588

未払法人税等 10,594 23,289

賞与引当金 109,104 27,685

その他流動負債 582,290 397,603

流動負債合計 4,065,214 3,856,557

固定負債

長期借入金 ※２
 282,144

※２
 406,441

リース債務 8,359 －

退職給付引当金 869,309 900,400

役員退職慰労引当金 93,076 169,078

特別修繕引当金 172,960 174,388

固定負債合計 1,425,849 1,650,307

負債合計 5,491,063 5,506,865

純資産の部

株主資本

資本金 1,100,000 1,100,000

資本剰余金 693,565 693,565

利益剰余金 517,461 634,240

自己株式 △7,182 △7,069

株主資本合計 2,303,844 2,420,735

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 34,141 55,283

少数株主持分 60,153 71,533

純資産合計 2,398,138 2,547,552

負債純資産合計 7,889,202 8,054,418
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
(単位：千円)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成21年１月１日
　至 平成21年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純損失（△） △114,071

減価償却費 170,743

貸倒引当金の増減額（△は減少） △829

賞与引当金の増減額（△は減少） 81,419

退職給付引当金の増減額（△は減少） △31,090

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △76,002

特別修繕引当金の増減額（△は減少） △1,428

有形固定資産除却損 428

受取利息及び受取配当金 △2,670

支払利息 14,758

持分法による投資損益（△は益） 17,261

売上債権の増減額（△は増加） △160,576

たな卸資産の増減額（△は増加） 24,499

仕入債務の増減額（△は減少） △89,173

その他 154,376

小計 △12,355

利息及び配当金の受取額 3,015

利息の支払額 △14,744

法人税等の支払額 △23,738

営業活動によるキャッシュ・フロー △47,823

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △102,700

定期預金の払戻による収入 168,300

長期性預金の払戻による収入 100,000

有形固定資産の取得による支出 △67,611

無形固定資産の取得による支出 △17,352

投資有価証券の売却による収入 4,510

貸付けによる支出 △21,600

貸付金の回収による収入 23,199

投資活動によるキャッシュ・フロー 86,744

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入れによる収入 25,000

短期借入金の返済による支出 △83,000

長期借入れによる収入 100,000

長期借入金の返済による支出 △121,847

リース債務の返済による支出 △199

自己株式の取得による支出 △113

財務活動によるキャッシュ・フロー △80,159

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △41,238

現金及び現金同等物の期首残高 1,132,264

新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加額 4,910

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※１
 1,095,936
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【継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況】

当第１四半期連結会計期間(自　平成21年１月１日　至　平成21年３月31日)

該当事項はありません。

　

【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

当第１四半期連結累計期間
(自　平成21年１月１日　至　平成21年３月31日)

１　連結の範囲の変更

当第１四半期連結会計期間より、重要性が増した伊東港運㈱を連結の範囲に含めております。

 

２　持分法適用の範囲の変更

(1) 持分法適用の非連結子会社

　当第１四半期連結会計期間より、伊東港運㈱は重要性が増したため、連結子会社に変更いたしました。

 

３　会計方針の変更

(1) 棚卸資産の評価に関する会計基準の適用

　当連結会計年度の第１四半期連結会計期間から平成18年７月５日公表の「棚卸資産の評価に関する会計基

準」(企業会計基準委員会　企業会計基準第９号)を適用し、評価基準については、原価法から原価法(収益性の

低下による簿価切下げの方法)に変更しております。

　なお、これによる損益に与える影響はありません。

(2) リース取引に関する会計基準等の適用

　当連結会計年度の第１四半期連結会計期間から平成19年３月30日改正の「リース取引に関する会計基準」

(企業会計基準委員会　企業会計基準第13号)及び「リース取引に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準

委員会　企業会計基準適用指針第16号)を早期に適用し、所有権移転外ファイナンス・リース取引については、

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理から通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理に変更し、

リース資産として計上しております。

　また、リース資産の減価償却の方法は、リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとして算定する方法に

よっております。

　なお、リース取引開始日が適用初年度開始前の所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の

賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を引き続き採用しております。

　なお、これによる損益に与える影響はありません。

　

【簡便な会計処理】

当第１四半期連結累計期間
(自　平成21年１月１日　至　平成21年３月31日)

１　棚卸資産の評価方法

　当第１四半期連結会計期間末の棚卸高の算出に関しては、一部実地棚卸を省略したものがありますが、前連結

会計年度末の実地棚卸高を基礎として合理的な方法により算定する方法によっております。

 

２　固定資産の減価償却費の算定方法

　定率法を採用している資産については、連結会計年度に係る減価償却費の額を期間按分して算定する方法に

よっております。

 

３　経過勘定項目の算定方法

　固定費的な要素が大きく、予算と実績の差異が僅少のものについては、合理的な算定方法による概算額で計上

する方法によっております。

 

４　法人税等並びに繰延税金資産及び繰延税金負債の算定方法

　繰延税金資産の回収可能性の判断に関しては、前連結会計年度末以降に経営環境等、かつ、一時差異等の発生状

況に著しい変化がないと認められるので、前連結会計年度において使用した将来の業績予測やタックス・プラ

ンニングを利用する方法によっております。
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【四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理】

当第１四半期連結会計(累計)期間(自　平成21年１月１日　至　平成21年３月31日)

該当事項はありません。

　

【追加情報】

当第１四半期連結累計期間
(自　平成21年１月１日　至　平成21年３月31日)

有形固定資産の耐用年数の変更

　法人税法の改正(所得税法等の一部を改正する法律　平成20年４月30日　法律第23号)に伴い、当第１四半期連結会

計期間より、機械装置については改正後の資産区分及び法定耐用年数に基づく方法に変更しております。

　これによる損益に与える影響は軽微であります。

　

【注記事項】

(四半期連結損益計算書関係)

第１四半期連結累計期間

当第１四半期連結累計期間
(自　平成21年１月１日
至　平成21年３月31日)

※１　一般管理費(333,108千円)の主要な費目は次のと

おりであります。

役員報酬及び従業員給与 135,163千円

賞与引当金繰入額 6,991千円

退職給付費用 32,282千円

役員退職慰労引当金繰入額 3,700千円

　

(四半期連結貸借対照表関係)

当第１四半期連結会計期間末
(平成21年３月31日)

前連結会計年度
(平成20年12月31日)

※１　有形固定資産の減価償却累計額

　 11,636,674千円

※１　有形固定資産の減価償却累計額

　  11,476,644千円

※２　担保資産

　　　長期借入金559,182千円(一年以内返済予定の長期借

入金437,238千円含む)に対して、次の資産を担保

に供しております。

現金及び預金(定期預金) 424,500千円

船舶（純額） 1,180,740千円

投資有価証券 38,300千円

その他(定期預金) 56,100千円

※２　担保資産

　　　長期借入金656,029千円(一年以内返済予定の長期借

入金404,588千円含む)に対して、次の資産を担保

に供しております。

現金及び預金(定期預金) 492,800千円

船舶（純額） 1,281,153千円

投資有価証券 47,500千円

その他(定期預金) 56,100千円

　

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成21年１月１日
至　平成21年３月31日)

※１　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照

　表に記載されている科目の金額との関係

現金及び預金期末残高 1,542,636千円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △446,700千円

現金及び現金同等物の期末残高 1,095,936千円
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(株主資本等関係)

当第１四半期連結会計(累計)期間(自　平成21年１月１日　至　平成21年３月31日)

１　発行済株式に関する事項

株式の種類
当第１四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 22,000,000

　

２　自己株式に関する事項

株式の種類
当第１四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 35,440

　

３　新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。

　
４　配当に関する事項

該当事項はありません。

　
５　株主資本の著しい変動に関する事項

該当事項はありません。
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(セグメント情報)

【事業の種類別セグメント情報】

当第１四半期連結累計期間(自　平成21年１月１日　至　平成21年３月31日)

　
海運
関連事業
(千円)

商事
料飲事業
(千円)

レストラン
事業
(千円)

ホテル
事業
(千円)

旅客自動車
運送事業
(千円)

その他の
事業
(千円)

計
(千円)

消去又は
全社
(千円)

連結
(千円)

売上高 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　(1) 外部顧客に
　　　対する売上高

1,737,460327,783127,11690,54184,787 ─ 2,367,688
 

―
 
2,367,688

　(2) セグメント間の
　　　内部売上高
　　　又は振替高

6,78321,293 235 148 1,54936,90866,919(66,919) ―

計 1,744,244349,077127,35190,68986,33736,9082,434,608(66,919)2,367,688

営業利益又は
営業損失(△)

123,76015,399△99,34417,06023,4221,79182,089(169,140)△87,051

(注) １　事業区分は、内部管理上採用している区分によっております。

２　各事業区分の主要な事業内容

(1) 海運関連事業　………………　旅客・貨物の定期航路等・海運業代理店業

(2) 商事料飲事業　………………　船内・船客待合所内での売店食堂、建設資材・生活必需品の供給

(3) レストラン事業　……………　レストランシップの経営

(4) ホテル事業　…………………　大島でのホテル経営

(5) 旅客自動車運送事業　………　大島島内でのバスの運行

(6) その他の事業　………………　ジェットフォイルを中心とした船体、機関の整備及び修理

　

【所在地別セグメント情報】

当第１四半期連結累計期間(自　平成21年１月１日　至　平成21年３月31日)

本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び重要な在外支店はないため、記載しておりません。

　

【海外売上高】

当第１四半期連結累計期間(自　平成21年１月１日　至　平成21年３月31日)

海外売上高はないため、記載しておりません。 
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(１株当たり情報)

　１　１株当たり純資産額

当第１四半期連結会計期間末
(平成21年３月31日)

前連結会計年度末
(平成20年12月31日)

１株当たり純資産額 106円44銭
　

１株当たり純資産額 112円72銭
　

(注) １株当たり純資産額の算定上の基礎

項目
当第１四半期連結会計期間末
(平成21年３月31日)

前連結会計年度末
(平成20年12月31日)

純資産の部の合計額(千円) 2,398,138 2,547,552

普通株式に係る純資産額(千円) 2,337,985 2,476,019

差額の主な内訳(千円)
　少数株主持分

60,153 71,533

普通株式の発行済株式数(株) 22,000,000 22,000,000

普通株式の自己株式数(株) 35,440 34,694

 １株当たりの純資産額の算定に用いられた
 普通株式の数(株)

21,964,560 21,965,306

　

　２　１株当たり四半期純損失(△)及び潜在株式調整後１株当たり四半期純損失(△)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成21年１月１日 
  至　平成21年３月31日)

１株当たり四半期純損失(△) △5円32銭
　

(注) １　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純損失(△)については、潜在株式が存在しないため記載をしておりま

せん。

２　１株当たり四半期純損失(△)の算定上の基礎

項目
当第１四半期連結累計期間
(自　平成21年１月１日 
  至　平成21年３月31日)

四半期連結損益計算書上の　　　　　　　　　　　　　　　　　
四半期純損失(△)(千円)

△116,778

普通株式に係る四半期純損失(△)(千円) △116,778

普通株主に帰属しない金額(千円) 該当事項はありません

普通株式の期中平均株式数(株) 21,965,044

　

(重要な後発事象)

該当事項はありません。

　

　

２【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　

平成21年５月14日

東海汽船株式会社

取締役会　御中

　

東陽監査法人

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士　　吉　 田　  光 一 郎　 印

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士　　原　 口　  隆    志　 印

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士　　北　 島　     緑      印

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている東海

汽船株式会社の平成21年１月１日から平成21年12月31日までの連結会計年度の第１四半期連結累計期間(平

成21年１月１日から平成21年３月31日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四

半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半

期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、東海汽船株式会社及び連結子会社の平成21年

３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・

フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　
 
(注) １　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告

書提出会社)が別途保管しております。

２　四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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